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１．令和4年度フォローアップ調査結果（概要）

・調査期間：2022年(令和4年)10月26日～11月25日

・対象企業：鉄鋼連盟会員企業

メーカー50社および大手商社4社の計54社。

・回答社数：30社

内訳：取引上の地位別：完成品メーカー24社、1次下請5社、2次下請1社

中小企業法上の企業規模別：大企業25社、中小企業5社

下請法上の区分別：発注側(親事業者)だけに該当 25社

発注側・受注側どちらも該当 5社

受注側(下請事業者)だけに該当 0社

・ 回答率：55.6％ （昨年 52.7％）
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１．令和4年度フォローアップ調査結果（概要）
・概観

 業種別ガイドラインや自主行動計画の遵守のために整備するマニュアルや社内ルール等につ
いては、ほぼ全ての企業で役員から調達担当者や調達以外の現場担当者まで浸透・徹底され
ている。

 取引適正化重点5課題(価格決定方法の適正化、支払条件の改善、知的財産・ノウハウの保
護、働き方改革に伴うしわ寄せ防止、型取引の適正化)のうち、「支払条件の改善」以外は
昨年調査に引き続き特段の課題がないことを調査結果から確認した。

✓昨年調査で課題ありとした支払条件の改善については、回答企業数に占める手形利用企業
の割合が減少(昨年48％→今年20％)している。サイトの長さについても、サイトが60日
を超える手形を使用する企業の割合が減少(昨年31%→今年17％)している。

✓なお、発注側企業30社のうち6社で手形支払を用いており、うち5社のサイトは60日を超
えるが、それらの企業においてもサイトの短縮が予定されており、支払手形自体の利用廃
止を予定または検討している。

✓単価の決定・改定にあたり、十分な協議を実施中。概ねコスト変動を反映した価格決定が
なされ、客観的な経済合理性を欠く原価低減要請がないよう徹底されている。

✓知的財産取引のある全ての企業で適正な取引を実現するための取組みを実施中。

✓発注側企業の働き方改革による受注側企業への影響はほぼなく、短納期化や仕様変更に伴
うコストについては発注側が負担できている。

✓型取引の適正化については過半数の企業で該当せず、該当の企業においても特段の問題が
ない。
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２．令和4年度フォローアップ調査結果と分析

発注側設問 結果
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※選択肢は回答のあったもののみ記載。
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発注側７.【単一回答】
直近１年間で、仕入先（発注先）に対し、客観的な経済合理性や十分な協議手続きを欠く原価
低減要請を行わないことを徹底できましたか。

２．令和4年度フォローアップ調査結果と分析(発注側)
Ⅳ. 原価低減要請、協賛金等

発注側８‐１.【単一回答】
直近１年間で、仕入先（発注先）に対して、金銭、役務その他の経済上の利益の提供を要請し
ましたか。

〈発注側８-２は該当企業なしのため省略〉

21 9

0 5 10 15 20 25 30
（社数）

徹底した 原価低減要請は行っていない

30

0 5 10 15 20 25 30

（社数）

要請していない → 9へ
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発注側１３‐１.【単一回答】
直近１年間で、知的財産権を含む取引において適正な取引を実現するために、以下に掲げる取
組を実施しましたか。

<取組>

•仕入先に対し、知的財産の提供の強制を行わない

•仕入先の知的財産の無断使用を行わない

•仕入先の知的財産の対価の否定を行わない

•仕入先に対し、一方的に発注者に有利な内容の契約を行わない

•仕入先の知的財産に対し、不当な知財の帰属を行わない

•仕入先の知的財産の流出を行わない

２．令和4年度フォローアップ調査結果と分析(発注側)
Ⅵ. 知的財産等への対応

〈発注側１３‐２は該当企業なしのため省略〉

17 13

0 5 10 15 20 25 30
(社数）

実施した 該当する取引がなかった







２．令和4年度フォローアップ調査結果と分析

受注側設問 結果
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※選択肢は回答のあったもののみ記載。
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受注側２.【単一回答】

継続取引をしている販売先のうち、取引金額
が最も大きい仕入先の業種をご回答ください。

２．令和4年度フォローアップ調査結果と分析(受注側)
Ⅱ. 販売先情報

受注側３.【単一回答】

取引金額が最も大きい販売先は、貴社と同じ
業界団体に所属していますか。

受注側４.【複数回答可】

取引金額が最も大きい販売先との取引内容を
お答えください。

受注側６.【単一回答】

取引金額が最も大きい販売先との取引内容を
お答えください。

〈受注側５は省略〉

1 4

0 1 2 3 4 5
（社数）

建設業（ハウスメーカー） 卸売業

1 4

0 1 2 3 4 5
（社数）

所属している 所属していない

2 1 2

0 1 2 3 4 5
（回答数）

販売先が販売する物品やサービスの全部又は一部の委託（製造委
託、修理委託、情報成果物作成委託、役務提供委託）の取引

販売先が使用する物品、設備、サービスの委託取引

委託によらない物品やサービスの販売標準品の販売など）

1 4

0 1 2 3 4 5
（社数）

公表している わからない
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5

0 1 2 3 4 5
（社数）

要請されていない → 受注側12へ

受注側１０.【単一回答】

直近１年間で、販売先から客観的な経済合理性や十分な協議手続きを欠く原価低減要請を受け
たことがありますか。

２．令和4年度フォローアップ調査結果と分析(受注側)
Ⅳ. 原価低減要請、協賛金等

受注側１１‐１.【単一回答】

直近１年間で、販売先から下請代金以外の金銭、役務その他の経済上の利益の提供を要請され
ましたか。

〈発注側１１‐２は該当企業なしのため省略〉

5

0 1 2 3 4 5
（社数）

受けたことはない
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受注側１７.【複数回答可】

直近１年間の販売先が実施した働き方改革に関する対応の結果、受けた影響についてあてはま
るものを選んでください。

２．令和4年度フォローアップ調査結果と分析(受注側)
Ⅶ. 働き方改革への対応

受注側１８.【単一回答】

直近１年間で、販売先が実施した働き方改革に関する対応の結果、短納期発注や急な仕様変更
などを行った場合、適正なコストを発注側企業（販売先）が負担しましたか。

4 1

0 1 2 3 4 5
(回答数）

特に影響はない 短納期での発注の増加

1 4

0 1 2 3 4 5

（社数）

概ね販売先が負担した（81～100%） 該当なし



３．パートナーシップ構築宣言への取組状況等

【取組状況】

・会員企業数：50社（日本鉄鋼連盟メーカー会員）

（うち、資本金3億円超の大企業36社）

・宣言企業数：32社

（うち、資本金3億円超の大企業28社）

・会員企業に占める割合：64％（昨年：39.2％）

・資本金3億円超の大企業に占める宣言企業の割合:78％

【今後の取組み】

• パートナーシップ構築宣言企業割合の更なる向上に向
けて、同宣言の周知を図っていく。
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1．自主行動計画・フォローアップ調査関連

• 2019年 9月：日本鉄鋼連盟総務委員会の下に「取引適正化検討ワーキング
グループ(以下、WG)」を設置、自主行動計画の策定検討を開始。

• 2020年 4月：日本鉄鋼連盟総務委員会および運営委員会にて、
｢適正取引の推進に向けた自主行動計画｣機関決定

9月：自主行動計画フォローアップ(以下、FU)調査実施(第一回目)。

• 2021年10月：｢適正取引の推進に向けた自主行動計画｣改訂。

FU調査実施(第二回目)。

• 2022年 3月：WGにて、2021年度活動総括・2022年度活動計画を検討。

8月：WGにて、自主行動計画の改訂について検討。

10月：｢適正取引の推進に向けた自主行動計画｣改訂。

FU調査実施(第三回目)。

• 2023年 1月：WGにて、FU調査結果をもとに意見交換および課題共有。

２．周知要請、講習会案内関連

• 経済産業省等からの下請法に係る要請文書、講習会の案内等を会員企業へ周知。

４．これまでの取組み（周知・啓蒙等）
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５．その他取引適正化に向けた事項について

【今後の取組み】

✓フォローアップ調査の結果を取引適正化検討WGで意
見交換(年3回開催)し、会員企業の下請取引の適正化
に向けた活動を支援する。

✓ガイドラインの改定および下請法・基準・通達等の改
正に関する経済産業省からの周知依頼があれば、会員
企業へ周知徹底を図る。

【目標】

✓引き続き、フォローアップ調査などを通じ、鉄連会員
企業の取引状況の実態把握に努め、会員企業の下請取
引の適正化に向けた活動を支援する。
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